
資料１ 
 

「内航ケミカル船への新構造設備基準等の適用に関する検討会」 
について 

 
１．設置目的 
  「海洋汚染防止条約（MARPOL 条約）附属書Ⅱ」及び「危険化学品のばら

積み運送のための船舶の構造及び設備に関する国際規則（IBC コード）」2004
年改正（2007 年 1 月 1 日発効）に伴う内航ケミカル船への新たな排出規制及

び構造規制の適用について、新基準への円滑な移行が図られるよう有識者及

び関係業界の意向を踏まえ、適切な導入のあり方を検討することを目的とす

る。 
 
２．検討範囲 
 
  内航ケミカル船を対象に以下の事項に関する新基準の適用について検討を

行う。 
 （１）有害液体物質排出防止設備 
 （２）運送に係る構造・設備 
 （３）その他 
 
３．検討体制 
 
  別紙参照 
 
４．開催頻度 
 
  ３回程度開催し、年度内を目処に結論を得る。 
 
５．その他 
 
  本検討会の議事概要及び資料は、国土交通省のホームページに掲載する。 
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